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改正火災予防条例 (例)の 運用について

標記の改正火災予防条例 (例)に ついては 「火災予防条例 (例)の
一部改正に

ついて」(平成 1 6年 1 2月 1 5日付け消防安第 2 2 7号)で通知 したところですが、「消

防法及び石油 コンビナー ト等災害防止法 の
一部 を改正する法律等の運用 につい

て (住宅防火対策関係)」(平成 1 6年 1 1月 2 6日付け消防安第 2 2 1号。以下 「2 2 1

号通知」 という。)と 併せ、下記事項 に十分留意の上、その運用 に当たっては適

正を期 され るようお願い します。

なお、各都道府県消防主管部長 にあっては、貴都道府県内の市町村に対 しても

この旨周知 され るようお願い します。

記

第一 住宅の関係者に関する事項 (第 29条 の 2関 係)

第 29条 の 2に 規定する住宅用防災機器 (住宅用防災警報器又は住宅用防災

報知設備 (以下 「住警器等」 という。))を 設置 し、及び維持 しなければならな

い住宅の関係者 とは、当該住宅の所有者、管理者又は占有者であるが、住警器

等の設置及び維持について指導す る場合は、住宅の設備等の所有者又は受益者

としての居住者が適当と考えられ ること。

第二 基準の特例に関する事項 (第 29条 の 6関 係)

1 第 29条 の 6に 基づき、第 29条 の 2か ら第 29条 の 4ま での規定の適用

の除外を認める具体的な例は次によること。

(1)消 防法令の想定 していないような高性能を有する特殊な警報器や消火設

備等が設置されている場合

(2)市 町村の助成事業等により、既に住宅用火災警報器と概ね同等の性能を

有す る住警器等又はこれに類す る機器が設置されている場合 (第29条 の

3第 1項 に定められた住宅の部分に設置されている場合に限る。)

(3 )共 同住宅の特例基準 (「共同住宅等に係る消防用設備等の技術上の基準の



特例について」(昭和 61年 12月 5日 付け消防予第 170号)及 び 「共同住宅

等に係る消防用設備等の技術上の基準の特例について」(平成 7年 10月 5

日付け消防予第 220号))に定める共同住宅用自動火災報知設備、住戸用自

動火災報知設備又は共同住宅用スプリンクラー設備が設置されている場合

2 第 29条 の 6に 基づき、住警器等について適用を除外する場合の事務処理等
については次によること。

(1)建 築確認の対象となる住宅 (新築住宅)

221号通知第六に掲げる認定についての具体的手法等とは、次のア及びイ

に示すとおりであるが、特定行政庁及び指定確認検査機関 (以下 「特定行政

庁等」という。)と の調整を行ったうえで実施すること。

ア 消防法 (以下 「法」という。)第 7条 の同意の対象となる住宅の場合

消防長 (消防署長)は 、第 29条 の6の規定に基づき住警器等の設置及

び維持の適用を除外する場合、適用除外に係る概要を建築確認申請書の正

本に添付する等により、特定行政庁等に通知すること。 (別紙様式例参照)

イ ア以外の場合

消防長 (消防署長)は 、建築基準法第 93条 第 4項 の規定により通知が

行われる住宅について、第 29条 の 6の 規定に基づき住警器等の適用を除

外する場合、その適用の除外を認定 した時点において、その旨及び概要を

建築主等に文書等で示すとともに、遅滞なく特定行政庁等に通知すること。

(2)建 築確認の対象とならない住宅 (既存住宅等)

建築確認の対象とならない既存住宅等に第 29条 の6の 規定を適用する場

合、 1(2)及 び (3)に 係る適用の除外については次図に示すとおり認め

て差 し支えないこと。なお、 1(1)に 係る適用の除外については統一した

例を示すことが困難であり、かつ、住宅の関係者に判断を委ねることができ

ないことから、原則として消防機関が判断する必要があること。また、当該

適用除外に係る事務手続きは、消防機関ごとに実態に応 じて定める必要があ
ること。

|(図
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災予防条例(例)第29条 の6に係る既存住宅の適用除外の例    |

消防機関は消防庁が示した通知内容等に基づき特例基準を定める

尋

普及啓発活動に併せて当該特例基準について広く市民に広報を行う

※ 広報時に、1(2)の特例に係るものは機器交換時に現行基準の機器
に交換することを併せて広報,指導を行う

注)1(1)に 係る特例は住宅の関係者の判断に委ねす届出等により対応
ただし、今後定型化した場合は、この限りでない。

特例基準に適合している住宅は適用除外を認めることとする。

※ 本例示はあくまで参考例示であり消防機関の実態に応じて運用して差し支えない。



第二 住宅における火災の予防の推進に関する事項(第2 9条 の7関係)

1  本条は、法令において義務付けられていない部分 (台所など)へ の設置の

促進等、各消防機関が様々な住宅防火に係る施策の推進に資するよう例示し

たものであり、市町村の実情に応 じ、柔軟に対応 しても差し支えないものあ

ること。

2 第 2 9条 の7第 1項第 1号 に規定する「その他の物品、機械器具及び設備」

とは、「新たな住宅防火対策の推進について」(平成 13年 4月 1日付け消防予

第 91号)別 添 「住宅防火基本方針」第4、 2に 掲げる住宅用防災機器等であ

り、例えば住宅用消火器、住宅用自動消火装置、防炎品等がこれに該当する

こと。

3 台所へ設置する住警器等の種別等については、今後示す予定であること。

第四 附則に関する事項

1 既存住宅への適用時期について (附則第 2条 関係)

この条例の施行の際、現に存する住宅又は現に新築、増築、改築、移転、

修鰭若しくは模様替えの工事中の住宅 (以下 「既存住宅」という。)に 係る

住警器等が、第 29条 の 2か ら第 29条 の5の 規定による住警器等の設置及

び維持に関する基準に適合しないときは、当該住警器等については、適用日

を定めた上で、その適用日までの間、これらの規定は、適用しないとされた

こと。

なお、適用日は具体的な日付けを明示する必要があり 「当分の間」とする

等の規定は改正法令の趣旨にそぐわないものであること。

2 既存住宅への適用時期の考え方について

消防法改正による住宅への住警器等の設置及び維持の義務付けについて

は、最近の住宅火災による死者数の急増等にかんがみ行われたものであるこ

とから、新築住宅、既存住宅の区分を問わず同時期が望ましいものであるこ

と。

しかしながら、既存住宅への住警器等の設置及び維持の義務付けについて

は、住民の理解を図りつつ行う必要があることから、各市町村における住宅

火災による死者の発生状況や、広報活動による住民の認識の高まり、既存住

宅における普及体制の整備状況等を勘案して、最終的に市町村で判断し、そ

の適用時期を定める必要があること。

なお、消防法改正の趣旨をかんがみ、早急に既存住宅への適用の環境を整

え、新築住宅への適用から原則として2年後 (平成 20年 6月 1日)、遅くと

も5年 後 (平成 23年 6月 1日)までに全市町村において既存住宅への適用が

必要と考えられること。

8 その他

条例で定められた既存住宅への適用日以降、増築又は改築の申請を行う住

宅についても、住警器等の設置を確認する必要があることから、当該適用日

を定める際、特定行政庁等との連絡を密に行うこと。

第五 建築確認等に係る消防機関の対応に関する事項



1  建築基準法第 93条 第 4項 により、消防長 (消防署長)の 同意の必要のな

い住宅に係る対応について

建築基準法施行令の改正により、建築基準法施行令第 6条 第 1項の建築基

準関係規定に位置付けられたことから、特定行政庁等と消防機関との緊密な

連携及び相互協力により、すでに建築基準関係規定となっている法第 9条等

に係る建築確認事務等と同様に適切な対応とする等、事務の円滑な処理を図

ること。

2 建築確認を必要としない住宅に係る対応について

建築確認を必要としない住宅 (既存住宅を含む。)に ついては、管内調査、

地域の自主防災組織等との連携等によりその把握に努め、積極的に住警器等

の設置について指導すること。

3 その他

「老人日常生活用具給付等事業」の活用による高齢者等の居住する住宅ヘ

の住警器等の設置については、「高齢者等の居住する住宅における防火対策の

充実について」(平成 16年 6月 2 9日付け消防安第 12 3号)等 により既に通知

しているところであるが、当制度の活用について、一層促進するよう配意さ

れたいこと。



別記様式

年   月   日

住宅用防災警報器等特例概要書

様

OO市 消防長

下記の防火対象物について、OO市 火災予防条例第 条  の規定に基づき、住宅用
防災警報器等の特例基準を適用し消防同意したことを通知します。

所  在   地

名 称

願 出 者 住 所

願   出   者

申 請 年 月 日 申 請 番 号

同 意 年 月 日 同 意 番 号

設  計   者 連   絡   先

特 例 の 概 要

※ 適用除外に係る概要を記載する。

記戦例

本件は、共同住宅用自動火災報知設備が設置されるため、住宅用防災警報器等の設置
を適用除外とする


